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　選択肢①（1990年比+4％）で
は、先進国全体で－25％という
IPCCによる科学的知見に達して
いません。選択肢②は、この基準
を満たしていますが、今できる最
大限のことを行う、という視点か
ら、③の最大導入ケース（1990年
比－7％）が妥当であるという選
択をしました。

　選択肢③を実現するのは、決し
てたやすいことではありません。
供給面では、日本は原子力発電の
稼働率を諸外国並みの８割以上に
引き上げることが必要でしょう。
また、太陽光や風力といった再生
可能エネルギーの活用について
も、あらゆる手段で追求していく
ことが大切です。
　需要面では、京都議定書以降
の対応に問題があると思います。
家庭やオフィスをはじめとする
CO2の排出量が40%以上も増加
してしまったのは、私たち国民が
この問題にしっかりと向き合っ
てこなかった結果だと思います。
一人ひとりが被害者であり、また

加害者であるという認識を持ち、
環境倫理の視点から、地球を将来
世代に引き継ぐために、地球の存
続を最優先に考えることが大切
です。
　その上で、産業部門では、業界
ごとに原単位の改善に取り組み、
トップランナー制度などを導入し
ながら、世界の最先端技術を目指
す努力が必要です。技術の発展が
引き起こした温暖化ですが、これ
を解決するのも技術革新です。
　家庭部門では、低炭素社会、省エ
ネルギー社会の実現に向け、量的
にも質的にも新しいライフスタイ
ルへの転換が求められています。
これは旗振り役としての政府の役
割も大きいですが、われわれも企
業の中から地球環境問題を訴えか
け、家庭や社会に広げていく必要
があります。
　今年12月には、ポスト京都議定
書の枠組みを話し合うCOP15が
コペンハーゲンで開催されます。
持続可能な社会を目指して、いま
こそ官民挙げてこの問題に向き合
い、真剣に取り組まなければいけ
ないと考えています。
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　地球環境問題は、科学と政治と
経済の３つが融合したもので、い
ずれか１つだけですべてを解決で
きるものではありません。地球環
境全体を見渡すと、温暖化による
森林の砂漠化や食料不足など、さ
まざまな問題が浮上しています。
これらへの対策を先延ばしするの
ではなく、早め早めに、今できる最
大限のことを実行しなければいけ
ません。同時に、その対策が実現
可能なのかを検証することも不可
欠であり、さらに国際規模で各国
の負担を考えた場合、公平性も大
きな焦点になってきます。
　政府の中期目標検討委員会で提
示された6つの選択肢（P.17参照）
のうち、経済同友会としてどれを
選択するかについては、あえてま
とめようとせず、さまざまな意見
を出し合い、議論を重ねました。
　課題への対策を、未来に向けた

「持続可能な社会」を実現するため
の取り組みと位置付け、まず、科学
的な知見から検証し、今できる最
大限のことを行うことが重要であ
ると考えました。

科学的な知見に基づき
今できる最大限の取り組みを目指す
議論を重ねて導き出された
経済同友会としての中期目標

持続可能な社会のあり方を
企業の中から広げていく
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